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本日、ここに平成２４年第１回定例市議会の開会にあたり、平成２４年度予

算案を始めとする諸議案のご審議をいただくのに際しまして、施政方針の一端

と予算案の大綱を述べさせていただきます。  

私は、昨年１０月の市長選挙において、市民の皆様の信頼と負託を受け、再

び豊川市長に就任させていただき、新たなスタートを切ることとなりました。

１期目の市政運営に当たりましては、できる限り地域の皆様と対話をする機会

をつくり、皆様の声や各種団体の意見を拝聴してまいりました。そして、これ

からのまちづくりに必要な施策は何かを考える中で、お聴きした多くのご意見

を参考にし、新たなマニフェストとしてまとめました。 

マニフェストでは、施策の柱である「福祉と文化、そしてスポーツの盛んな

まちづくり」を推進するため、五つのまちづくりとそれに基づく４８項目の施

策を掲げ、この４年間の任期中に着実に実施することで「将来を担う子どもた

ちが希望をもてるまち」の実現を目指してまいります。 

 

孟子の言葉に「天の時は地の利に如かず、地の利は人の和に如かず」という

ものがあります。天の与える好機も、地理的な有利さも団結した人の和には及

ばず、人の和以上に大切なものはないという意味でございます。 

私が市政運営でもっとも大切に考えている「信頼と絆」も「人の和」が根幹

であり、人と人、市民の皆様と行政とが相和して物事に取り組めば、厳しい状

況の中でも必ずや本市の発展は成し遂げられるものと信じております。 

今後マニフェストを実現していく中で、行政運営にも多くの市民の皆様にご

参画、ご協力いただき、市民の皆様、地域、行政が一体となり、信頼と絆を築

くことで新たなまちづくりを進めてまいりたいと考えております。 

 

 合併により豊川市は人口１８万都市へと拡大してまいりましたが、一方で市

域の一体感が足りないという声もお聞きします。新市基本計画などに基づき、

均衡あるまちづくりを進めているところでございますが、インフラ整備だけで

なく、地域を越えて人々が交流できる機会を作ることやふるさとへの愛着を育

むソフト事業も重要であると考えております。 
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 昨年９月に、県内で初めて開催いたしました中日本・東海Ｂ-１グランプリ 

ｉｎ豊川では、多くの市民ボランティアの皆様を始め、企業、関係各位のご協

力、ご支援によりまして、延べ２１万８千人にのぼる来訪者をお迎えし、大成

功をもって終えることができました。そして、その際に発揮された「おもてな

し」の心は、市内外から訪れた多くのお客様から賞賛され、お褒めの言葉をい

ただくことができました。こうした連携や支援は、地域の一体感の醸成やふる

さとへの愛着を高める上で、非常に良い機会となったものと考えております。 

 こうした中、先般、愛Ｂリーグより大変喜ばしい連絡をいただきました。平

成２５年秋のＢ-１グランプリ全国大会の開催地に豊川市が選ばれたことでご

ざいます。 

 昨年、姫路市において開催されましたＢ-１グランプリ全国大会の来訪者は、

延べ５１万５千人と発表されており、本市でもかつてないビッグイベントとな

ります。全国大会の開催により、多くの人々に参画いただければ、地域の一体

感の醸成には絶好の機会になるものと大変楽しみにしております。また、地域

活力の起爆剤となり、地元にも大きな経済効果を生み出すものと期待しており

ます。 

Ｂ－１グランプリは、平成２５年の市制施行７０周年記念のメイン事業と位

置づけ開催する予定でございます。詳細につきましては、今後検討を重ねてま

いりますが、皆様のご協力とご支援を賜り、全市一丸となって取り組みますの

でよろしくお願いいたします。 

 

さて、昨年３月１１日に発生した東日本大震災は、地震、津波、原子力事故

の複合災害を引き起こし、東北地方はもとより全国に未曾有の被害と影響をも

たらしました。 

被災地では、多数の人が犠牲となり、故郷を離れなければならない状況とな

りました。そして、いまだに多くの人々が、仮設住宅や避難先において困難な

生活を強いられており、豊川市といたしましても、引き続きできうる限りの支

援を続けてまいりたいと考えております。 

この地方におきましても東海、東南海、南海と東日本大震災に匹敵する巨大

地震の発生が警戒されており、防災対策を進めることに一刻の猶予も許されな
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いものとなっております。本市におきましても、最優先、最重要課題としてこ

の問題に取り組んでまいります。 

また、大規模災害では、避難対策などの初期対応が大変重要となってまいり

ます。そして、一人ひとりの防災意識や地域の力も必要不可欠となってまいり

ます。「自助、共助、公助」のそれぞれをバランスよく強化し、自主防災組織

や市民の皆様のご協力をいただき、災害に強いまちづくりを推進してまいりま

す。 

 私は、豊かな自然に恵まれた、この素晴らしいふるさとを災害から守り、市

民の皆様が将来にわたって安全、安心に暮らせるまちづくりを行うため全力で

取り組んでまいります。 

 

少子高齢化社会の進行と景気低迷などにより社会保障費の増加が大きな問題

となっております。国の試算では、社会保障費は自然増分だけで毎年１兆円規

模で増加すると見込まれており、政府において、社会保障と税の一体改革が最

重要課題のひとつとして取り上げられております。長期債務が増嵩し続けるな

か、社会保障制度と負担のあり方についての改革は避けては通れないものとな

っております。そして、こうした構造は、地方においても同様であり、早期の

対応が必要であると考えております。 

私は、少子高齢化に対応していくには、地域経済を活性化し、子供から高齢

者までが共生し定住できるまちづくりを進めていかなければならないと考えて

おります。そのためにも、企業誘致などを積極的に推進していく必要がありま

す。 

企業の進出は、雇用の場や税収を生み出し、地域に活力をもたらします。市

内には御津臨海部に大規模な工業用地があり、交通利便の良い内陸部の工業用

地開発にも取り組んでいるところでございます。私自身も積極的にトップセー

ルスを行い、多くの企業を誘致し、地域活力の向上につなげてまいりたいと考

えております。 

 

また、国内の景気は、歴史的な円高や欧州債務危機に端を発した世界的な経

済不安などにより、長期に渡る低迷状態が続いております。政府は、東日本大
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震災からの早期復興と景気回復を図るため、２７年度末までの５年間で総額１

９兆円にのぼる支援策を打ち出し、国内経済の再建へ向けた取り組みを進めて

おりますが、効果は未だ限定的なものとなっております。 

こうした状況のもと、この地方でも大変厳しい経済環境が続いており、景気

回復へ向けた取り組みが期待されております。本市においても、地域経済の活

性化を図るべく、積極的な経済対策を行ってまいります。 

昨年に引き続き、２３年度３月補正予算と２４年度当初予算による切れ目の

ない予算執行を行う一方、国の予算に呼応した事業だけでなく、市単独で行う

事業も大幅に追加し、地域経済の活性化に向け取り組んでまいります。 

 

以上、冒頭に新年度の重点施策を掲げましたが、議員各位並びに市民の皆様

のご意見を十分にお伺いし、強いリーダーシップをもって山積する課題に対処

し、豊川市発展のため精一杯取り組んでまいる所存でございます。 

 

次に平成２４年度予算案の大綱について、申し上げます。 

「日本再生元年予算」と位置づけられた国の平成２４年度一般会計予算総額

は、対前年度比２．２％減の９０兆３，３３９億円と、当初予算段階では６年

ぶりに前年度を下回っておりますが、別枠となりました東日本大震災の復興経

費や基礎年金の国庫負担分を含めますと、実質的には過去最大の規模となって

おります。 

歳入予算をみますと、税収は、税制改正などにより対前年度比３．５％増の

４２兆３，４６０億円を見込んでおります。しかし、新規国債発行額は、前年

度並みの４４兆２，４４０億円となり、公債依存度は４９．０％と過去最高に

上昇しております。これにより、３年連続で当初予算ベースの国債発行額が税

収を上回るという異常事態となっております。 

一方、歳出予算は、国債費を除く経費で、６８兆３，８９７億円と対前年度

比３．５％減となっているものの、社会保障費は、高齢化に伴う自然増や診療

報酬、介護報酬のプラス改定などにより膨張傾向に歯止めがかからず、昨年度

に引き続き一般歳出の半分を超える状況となっております。その結果、国及び



 5 

地方の長期債務残高は、２４年度末で９３７兆円とＧＤＰの約２倍となるなど、

先進国では最も高い水準となっております。 

国におきましては、限られた財源のなか、震災からの復興を最優先としなが

らも、増え続ける社会保障費に対応できるよう考えていかなければなりません。

このような状況で行われる「社会保障と税の一体改革」は、地方自治体を始め、

国民生活へも大きな影響を及ぼすものと注視していく必要があると考えており

ます。 

次に、地方財政計画につきましては、中期財政フレームに基づき平成２３年

度とほぼ同水準となっており、対前年度比０．８％減の８１兆８，６４７億円

となっております。 

地方交付税につきましては、出口ベースで対前年度比０．５％増の１７兆４，

５４５億円と、２３年度からの繰越金や公庫債権金利変動準備金の活用などに

より原資が確保できたことで、５年連続の増となりました。 

一方、本市の歳入に目を向けますと、根幹となる市税収入では、経済不安に

よる景気低迷の影響などにより、対前年度比１．５％の減となる見込みでござ

います。予算編成は、税収の確保が大変厳しいなかでの作業となりましたが、

地方交付税や基金の活用などにより、喫緊の課題への対応や大型事業の着実な

実現を図ることとしております。 

それでは、歳入について、一般会計の主なものを申し上げさせていただきま

す。 

まず、市税収入でございます。 

個人市民税につきましては、年少扶養控除の廃止など税制改正の影響もあり、

対前年度比３．６％、３億３，１００万円の増となりましたが、法人市民税に

あっては、円高の長期化や電力供給不安などによる影響から製造業を始め、多

くの業種で低迷していることから、１０．６％、１億７，３００万円の減を見

込みました。 

固定資産税につきましては、３年毎の評価替えの年であります。評価替えの

影響により、土地については対前年度比１．０％の減、家屋については９．７％

の減、償却資産については、企業の設備投資の鈍化により４．３％の減となり、

全体では４．６％、５億７，９５６万円の減を見込みました。 
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軽自動車税は、エコカー補助金の復活や新型低燃費車の導入などから売り上

げの増を見込み、対前年度比１．６％、５００万円の増、市たばこ税は、２３

年度の決算見込みが伸びていることから、１１．７％、１億１，０００万円の

増を見込んでおります。一方、都市計画税は、固定資産税と同様の評価替えの

影響から４．０％、８，５００万円の減を見込んでおります。 

以上、市税全体では、対前年度比１．５％、３億８，９５６万円の減を見込

んでおります。 

次に、地方交付税につきましては、普通交付税で合併特例債、臨時財政対策

債償還費など基準財政需要額に算入される公債費の増や２３年度の交付実績よ

り増額を見込み、対前年度比５３．６％、１９億９，０００万円増の５７億円

としております。 

繰入金につきましては、新市民病院建設にかかる繰出金の増や市税減収によ

り、財政調整基金から２０億９６９万円、病院施設整備基金より７億５，８６

１万円を繰り入れるなど大幅な増となっております。また、将来の償還利子負

担の軽減をはかるため、市債の繰上償還を実施することとし、減債基金より２

億円の繰入も行ってまいります。 

市債につきましては、３９億９，７６０万円を計上し、単年度借入目標額の

４０億円以内としております。 

一方、地方特例交付金につきましては、税制改正による地方税の増収に伴い

制度が改正されることなどにより、対前年度比５３．４％、２億１，２００万

円の減を見込んでおります。 

このほか、財産収入につきましては、普通財産等の売払いにより、対前年度

比２８４．４％、２億７，７６０万円の増としております。 

 続きまして歳出でございます。第５次総合計画の６つの政策に基づき、新規

及び拡充する事業を中心に申し上げます。 

第１は、「安全・安心」であります。 

交通安全対策といたしまして、道路反射鏡や照明灯・区画線設置等の整備に

ついて事業費の拡充を図ってまいります。また、通学路等のカラー舗装につき
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ましては、市内小学校区単位で作成したヒヤリ地図を基に、整備箇所を増やし

てまいります。 

防犯対策につきましては、引き続き警察と連携し、防犯深夜パトロールを実

施すると共に、名鉄諏訪町駅自転車駐車場や地区市民館などに防犯カメラを設

置し、地域の防犯体制強化に努めてまいります。 

防災対策につきましては、津波、地震対策として、御津山避難経路の整備や

御津沿岸部などを中心に避難誘導看板や標高看板の設置などを実施してまいり

ます。また、風水害に備えた対策として、音羽川、佐奈川へ水位監視カメラや

警戒水位表示板などを設置し、河川監視態勢の強化を図ってまいります。 

さらに、地域の防災力をより強化するため、避難対策や自主防災会の活動支

援を拡充していくと共に、市役所におきましては、非常時における業務継続計

画を策定し、緊急事態に備え、危機管理体制の強化を図ってまいります。 

消防・救急関係につきましては、２４年度末の完成に向け、救急車を配備す

る南分署（仮称）の建設を進めてまいります。また、大規模災害に備えて災害

対策用資機材を増強すると共に、地域防災の要である消防団の車両整備を計画

的に行ってまいります。 

地球環境の保全につきましては、東日本大震災以降、急速に関心が高まって

おります住宅用太陽光発電システム導入への補助件数を増やしてまいります。

また、節電意識が高まる中、環境学習用太陽光パネルの市役所への設置や本市

の公用車では初となる電気自動車の導入などを行い、再生可能エネルギーの利

活用について啓発を推進してまいります。 

このほか、都市基盤に欠かせない公共下水道事業は、第９次拡張整備事業地

区のうち、新たに上宿地区、一宮地区の東上本村、北岡地区での工事に着手し

てまいります。また、現在整備中の平井ポンプ場におきましては、浸水被害に

備えて電気設備の嵩上げと耐水工事を実施してまいります。 

第２は、「健康・福祉」であります。 

健康づくりの推進につきましては、新たに７５歳以上の高齢者などを対象に

肺炎球菌ワクチン予防接種助成事業を行っていくと共に、市制施行７０周年記

念事業での発表を目指して新たな健康体操を作成し、今後の健康づくり事業に

役立てるよう普及、啓発に取り組んでまいります。 
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地域医療体制の充実につきましては、平成２５年５月の開院に向け、新市民

病院の建設を進めてまいります。新病院では、１０１床の増床を計画し建設を

進めており、最新の医療機器を配備すると共に、医療スタッフも増員し、医療

体制の充実を図るなど皆様のご期待に応えられるよう整備を行ってまいります。 

子育て支援の推進につきましては、豊かな保育環境を目指し、地域の協力を

得て取り組む一宮保育園の園庭芝生化モデル事業を実施してまいります。また、

施設の環境改善事業として１３児童クラブへのエアコン設置を行い、暑さ対策

に取り組んでまいります。その他、西部中学校区へ新たに「ごゆ児童館（仮称）」

を建設してまいります。 

高齢者福祉の推進では、ニーズの高まりに合わせ、現在５つある地域包括支

援センターを４つに再編し、地区割の見直しや職員の増員などにより支援体制

の強化を図ってまいります。また、新たに二次予防事業として運動機能、認知

症予防教室を実施することにより、高齢者が健康な体を維持できるよう支援し

てまいります。 

障害者福祉につきましては、新たな支援事業として、医療的ケアが必要な重

症心身障害者の短期入所施設利用への補助、障害者の就労相談支援や就労支援

事業への補助、そして、福祉タクシー助成事業では、重度障害者へのストレッ

チャー付タクシーの利用助成を追加してまいります。 

第３は「建設・整備」であります。 

住環境の整備につきましては、豊川西部及び豊川駅東の土地区画整理事業を

計画的に進めると共に、昨年６月に仮換地指定を行った一宮大木地区の土地区

画整理事業において、事業の進捗に併せ支援の拡大を図ってまいります。  

公共交通の利便性向上につきましては、昨年１１月から実証運行を開始しま

したコミュニティバスの利用促進と新規路線開設を支援してまいります。また、

新市民病院への鉄道利用者のため、名鉄八幡駅へのエレベーター設置やバリア

フリー化及び、駅からのアクセス向上のため横断歩道や通路へのルーフ設置を

実施してまいります。 

道路交通網の充実につきましては、新市民病院の開院に合わせ、周辺道路の

整備を完成させると共に、引き続き上宿樽井線街路整備や穂ノ原六角線歩道設

置、音羽地区の紅里東裏線や幹線道路の舗装整備改良事業を計画的に進めてま

いります。 
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緑のまちづくりの推進につきましては、２４年度末の完成を目指して御油松

並木公園の整備を進めると共に、住民参加型で整備を進めていく三明公園につ

いて、周辺の景観に配慮した公園とするため地域住民とのワークショップを実

施し、意見集約を図りながら調査測量委託を実施してまいります。 

第４は、「教育・文化」であります。 

学校教育では、子供たちが読書へ興味を持つきっかけづくりとして、新たに

中学２年生を対象にマイブックプロジェクトを実施してまいります。また、学

校図書館を巡回する学校司書を増員し、読書を通じて感性を豊かに伸ばす教育

を支援してまいります。また、中学校の部活動支援備品整備事業といたしまし

て、老朽化した楽器や運動器具を計画的に更新できるよう支援を強化してまい

ります。 

さらに、心理教育相談員や学級運営支援員につきましても時間や人員を拡充

し、新たに未就学児の心理相談を実施するなど保護者や教育現場のニーズにも

応えてまいります。 

教育施設の整備といたしましては、小坂井東小学校の屋内運動場及び、桜町

小学校のプール改築工事を実施すると共に、２５年度の着工に向け東部小学校

校舎改築事業の実施設計を行ってまいります。また、２５年秋の供用開始を目

指し、小坂井地区において日１万食の調理に対応する新学校給食センターの建

設に着手してまいります。 

次に、生涯学習の推進につきましては、プリオビル４階にプリオ生涯学習会

館を開設し、オープンカレッジ開催の場などに活用してまいります。 

文化の振興としましては、桜ヶ丘ミュージアムの改修に向け、実施設計を行

うと共に、展示事業では、２５年３月から市制施行７０周年記念事業として「さ

くら展（仮称）」を開催してまいります。また、東三河演劇祭を育成、支援す

るため、豊川海軍工廠を題材とした新たな作品の制作、上演を行うための補助

を実施してまいります。 

中央図書館では、市制施行７０周年の記念事業として新たなプラネタリウム

番組の制作を行ってまいります。 

  スポーツの振興につきましては、新たにスポーツ振興基金を創設し、スポー

ツ活動への支援を充実させてまいります。また、３月に完成いたします陸上競
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技場につきましては、競技大会のみならず、市民の皆様にも積極的に利用して

いただけますよう対応してまいります。 

第５は、「産業・交流」であります。 

まず、農業の振興につきましては、拡大する鳥獣被害への対策として「サル

駆除隊」を強化し、地域の皆様や猟友会にご協力いただきながら、被害拡大防

止に取り組んでまいります。また、環境保全に効果の高い営農活動の普及促進

を図るため、国、県と同調し、環境保全型農業として取り組む音羽米栽培事業

の支援を実施してまいります。 

企業誘致といたしましては、新たに企業誘致情報提供報奨金や雇用促進奨励

金制度を導入し、積極的な誘致を推進すると共に、御津臨海部の企業向けに防

災講演会を実施するなど進出企業への防災啓発にも取り組んでまいります。 

 また、企業立地としましては、大木地区における工業用地の開発を進めると

ともに、新たな工業用地開発を計画的に実施するため、工業用地適地調査を手

掛けてまいります。 

商工業の振興につきましては、商店街の活性化支援策として、商店街などが

自主的に実施する、先進的、先導的な事業に対する新たな補助制度となる「や

る気満々商店街等補助事業」を実施してまいります。 

中心市街地の活性化につきましては、ＴＭＯ推進事業にて実施するホームペ

ージ作成やオンラインショップ実施への補助を行ってまいります。 

 観光の振興につきましては、ご当地グルメ・食の観光資源活用事業として実

施する「あいちを食べにおいでん祭（仮称）」への補助を行い、食を通じて地

域活性化を推し進めてまいります。 

  また、開業１０周年を迎えるふれあい交流館では、「本宮の湯」をリニュー

アルし、新たに炭酸泉を設けるなど、これまで以上に充実した温泉施設として

お客様に満足していただける整備を行ってまいります。  

第６に、「行政・協働」であります。 

まず、コミュニティ活動、市民活動の推進につきましては、町内会などの活

動を支援するため「地区集会施設建設等事業費補助」の適用範囲を拡大し、地



 11 

域社会の健全な発展を応援してまいります。また、プリオビル４階に開設する

ボランティア・市民活動センターでは、団体活動室を配置するなど活動環境を

充実してまいります。 

開かれた行政の推進につきましては、市から発信する情報をよりわかりやす

く皆様に提供できるよう、市ホームページのリニューアルを行ってまいります。

また、市民の皆様のご意見を伺う機会を増やすため、電子市政モニターを募集

し、アンケート調査を実施してまいります。 

 行政サービスの向上では、プリオビル５階のプリオ窓口センター内にパスポ

ート発給窓口を開設し、海外渡航者に対する利便性の向上を図ると共にプリオ

活性化にも努めてまいります。 

健全な財政運営の推進につきましては、行財政運営にも経営的視点を取り入

れていくため、「行政経営改革アクションプラン」の策定や市役所「カイゼン」

運動の導入に取り組んでまいります。また、支払利子を削減するため市債の繰

上償還を行うなど効率的で効果的な行財政運営を進めてまいります。 

ファシリティマネジメントでは、施設に係る維持管理費を合理化していくた

め、公共施設白書を作成し、建築保全システムを構築するなど長期的視点をも

った施設管理を行ってまいります。 

最後にシティセールスについて触れさせていただきます。合併後の豊川市は、

東三河地方でも中核を担う都市となりました。海、山、川を擁す豊かな自然や

数多くの観光資源にも恵まれ、温暖で住みやすく、皆に誇れる素晴らしいふる

さとでございます。このような豊川市の魅力を、市内外を問わず、多くの人々

に知っていただき、また、住んでいる市民の皆様方にも一層愛着を持っていた

だけるよう、シティセールス事業に取り組んでまいります。Ｂ－１グランプリ

全国大会の開催も決まり、豊川市をＰＲするには大変良い環境となっておりま

すので、あらゆる機会を利用し、豊川市の認知度アップに努めてまいります。 

 

 以上、予算案の大綱を述べさせていただきました。 

 平成２４年度の予算案は、 

 一般会計 ５７８億円、対前年度比６．３％の増 
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 特別会計 ３６４億２，９９０万円、対前年度比４．７％の増 

 企業会計 ３１４億３，９２９万６千円、対前年度比６３．６％の増 

 全会計の総合計といたしまして、対前年度比１６．０％の増となる１，２５

６億６，９１９万６千円を計上いたしました。 

平成２４年度一般会計予算は、対前年度比６．３％増額の積極型予算となり

ました。この要因としましては、消防南分署（仮称）、新学校給食センター、

小坂井東小学校屋内運動場などの大型建設事業が行われることに加え、新市民

病院建設への繰出金が増加することなどによるものでございます。 

市税が伸び悩むなか、人員削減や歳出全般にわたる見直しにより、「選択と

集中」を進め、財政の健全化に配慮しつつ、これまで以上に充実した行政サー

ビスを提供できますよう積極的に重要課題に取り組んだ予算配分を行うことと

いたしました。 

 

地域主権一括法案の成立により、地方分権改革は新たな段階へと前進するこ

ととなりました。今や地方自治体は、自らの力で考え、自主性を持った行財政

運営を行うことが求められております。地方自治体を取り巻く環境がますます

厳しさを増す中、市の果たす責任もこれまで以上に重いものとなってまいりま

す。 

私は、先人たちが苦労して築き上げてきた今日の繁栄とこの恵まれた自然を

後世に引き継いでいくため、粉骨砕身努力を惜しまず市政運営にあたってまい

る覚悟でございます。 

ここに、議員各位並びに市民の皆様のご理解、ご協力を、改めて心からお願

い申し上げ、平成２４年度の施政方針並びに予算案大綱の説明とさせていただ

きます。 
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